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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
2022年度第１四半期

連結累計期間
2023年度第１四半期

連結累計期間
2022年度

 
(自 2022年４月１日
 至 2022年６月30日)

(自 2023年４月１日
 至 2023年６月30日)

(自 2022年４月１日
 至 2023年３月31日)

経常収益 百万円 3,586 3,572 13,912

経常利益 百万円 618 664 1,711

親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 427 445 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益

百万円 ― ― 1,044

四半期包括利益 百万円 △83 1,383 ―

包括利益 百万円 ― ― △419

純資産額 百万円 48,450 49,028 47,879

総資産額 百万円 1,106,120 1,114,510 1,097,072

１株当たり四半期純利益 円 45.67 47.59 ―

１株当たり当期純利益 円 ― ― 111.57

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

円 ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ 4.3 4.3 4.3
 

(注) １ 自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末非支配株主持分)を(四半期)期末資産の部合

計で除して算出しております。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

連結財政状態につきましては、預金は、個人預金の増加等により、当四半期連結累計期間中158億75百万円増加

し、当四半期末残高は１兆84億20百万円となりました。貸出金は、事業性貸出が減少したことから、当四半期連結

累計期間中58億75百万円減少し、当四半期末残高は8,725億５百万円となりました。有価証券は、地方債の増加を主

因として、当四半期連結累計期間中73億68百万円増加し、当四半期末残高は1,219億70百万円となりました。

連結経営成績につきましては、経常収益は、貸出金利息の増加を主因に資金運用収益は増加したものの、その他

経常収益の減少等により、前年同期比13百万円減少の35億72百万円となりました。経常費用は、資金調達費用やそ

の他業務費用が減少したことなどから、同58百万円減少の29億８百万円となりました。この結果、経常利益は、同

45百万円増加の６億64百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、同17百万円増加の４億45百万円となりまし

た。

報告セグメント別の業績は以下のとおりです。

（銀行業）

経常収益は前年同期比16百万円減少の34億85百万円、セグメント利益(経常利益)は同49百万円増加の６億58百万

円となりました。

（カード事業）

経常収益は前年同期比１百万円増加の96百万円、セグメント利益(経常利益)は同３百万円減少の５百万円となり

ました。
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① 国内・国際業務部門別収支

当行グループは海外拠点を有しないため、国内・海外別収支等にかえて、国内取引を「国内業務部門」「国際

業務部門」に区分して記載しております。

当第１四半期連結累計期間における国内業務部門につきましては、資金運用収支は前年同期比44百万円の増

加、役務取引等収支は同７百万円の減少、その他業務収支は同１億32百万円の増加となりました。

国際業務部門におきましては、資金運用収支は前年同期比33百万円の増加、役務取引等収支は同１百万円の増

加、その他業務収支は同23百万円の減少となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 2,472 17 ― 2,490

当第１四半期連結累計期間 2,516 50 ― 2,566

  うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 2,536 18 △0 2,554

当第１四半期連結累計期間 2,563 54 △0 2,617

  うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 63 0 △0 63

当第１四半期連結累計期間 47 3 △0 50

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 360 4 ― 364

当第１四半期連結累計期間 353 5 ― 358

 うち役務取引等
 収益

前第１四半期連結累計期間 720 7 ― 728

当第１四半期連結累計期間 716 9 ― 725

 うち役務取引等
 費用

前第１四半期連結累計期間 359 3 ― 363

当第１四半期連結累計期間 362 3 ― 366

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 △72 7 ― △64

当第１四半期連結累計期間 60 △16 ― 43

 うちその他業務
 収益

前第１四半期連結累計期間 9 7 ― 17

当第１四半期連結累計期間 61 ― ― 61

 うちその他業務
 費用

前第１四半期連結累計期間 81 ― ― 81

当第１四半期連結累計期間 1 16 ― 18
 

(注) １ 「国内業務部門」は国内店及び国内子会社の円建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引等は国際業務部門に含めております。

２ 相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。
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② 国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第１四半期連結累計期間における国内業務部門につきましては、役務取引等収益は前年同期比４百万円の減

少、役務取引等費用は同３百万円の増加となりました。

国際業務部門におきましては、役務取引等収益は同２百万円の増加、役務取引等費用は前年同期並みとなりま

した。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 720 7 ― 728

当第１四半期連結累計期間 716 9 ― 725

 うち預金・貸出
 業務

前第１四半期連結累計期間 121 ― ― 121

当第１四半期連結累計期間 107 ― ― 107

  うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 120 7 ― 128

当第１四半期連結累計期間 121 8 ― 130

  うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 122 ― ― 122

当第１四半期連結累計期間 89 ― ― 89

  うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 94 ― ― 94

当第１四半期連結累計期間 100 ― ― 100

 うち保護預り・
　貸金庫業務

前第１四半期連結累計期間 5 ― ― 5

当第１四半期連結累計期間 5 ― ― 5

  うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 16 0 ― 16

当第１四半期連結累計期間 15 0 ― 15

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 359 3 ― 363

当第１四半期連結累計期間 362 3 ― 366

  うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 34 3 ― 38

当第１四半期連結累計期間 34 3 ― 38
 

(注) １ 当行グループ(当社及び連結子会社、持分法適用会社)は、海外拠点等を有しないため、国内・海外別にかえ

て、国内取引を「国内業務部門」・「国際業務部門」に区分して記載しております。

２ 「国内業務部門」は国内店及び国内子会社の円建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引でありま

す。

３ 相殺消去の金額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の金額であります。
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③ 国内・国際業務部門別預金残高の状況

○ 預金の種類別残高(末残)

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 991,462 630 ― 992,092

当第１四半期連結会計期間 1,007,404 1,015 ― 1,008,420

  うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 618,189 ― ― 618,189

当第１四半期連結会計期間 647,349 ― ― 647,349

  うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 370,506 ― ― 370,506

当第１四半期連結会計期間 357,429 ― ― 357,429

  うちその他
前第１四半期連結会計期間 2,765 630 ― 3,396

当第１四半期連結会計期間 2,625 1,015 ― 3,641

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

総合計
前第１四半期連結会計期間 991,462 630 ― 992,092

当第１四半期連結会計期間 1,007,404 1,015 ― 1,008,420
 

(注) １ 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２ 定期性預金＝定期預金＋定期積金

３ 「国内業務部門」は国内店及び国内子会社の円建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引でありま

す。

４ 相殺消去の金額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の金額であります。
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④ 国内・海外別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 847,333 100.00 872,505 100.00

  製造業 60,170 7.10 63,925 7.33

  農業，林業 1,755 0.21 1,788 0.21

  漁業 87 0.01 102 0.01

  鉱業，採石業，砂利採取業 41 0.01 304 0.03

  建設業 26,726 3.15 27,553 3.16

  電気・ガス・熱供給・水道業 34,948 4.12 44,353 5.08

  情報通信業 7,635 0.90 6,892 0.79

  運輸業，郵便業 7,451 0.88 9,417 1.08

  卸売業，小売業 55,411 6.54 55,308 6.34

  金融業，保険業 70,270 8.29 71,149 8.15

  不動産業，物品賃貸業 140,169 16.54 141,451 16.21

  その他サービス業 87,936 10.38 91,048 10.44

  地方公共団体 153,111 18.07 151,664 17.38

  その他 201,616 23.80 207,541 23.79

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

  政府等 ― ― ― ―

  金融機関 ― ― ― ―

  その他 ― ― ― ―

合計 847,333 ― 872,505 ―
 

(注) １ 「国内」とは、当行及び国内（連結）子会社であります。

２ 当行及び子会社は海外に拠点等を有しないため、「海外」は該当ありません。

 

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更又は新たに発生した事項はあり

ません。

 
(3) 経営方針・経営戦略等、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当四半期連結累計期間において、連結会社の経営方針・経営戦略等、経営上の目標の達成状況を判断するための

客観的な指標等について、重要な変更又は新たに発生した事項はありません。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当四半期連結累計期間において、連結会社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更

又は新たな課題の発生はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

 
３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 28,080,000

第一種優先株式 2,000,000

第二種優先株式 2,000,000

第１回第三種優先株式 800,000

第２回第三種優先株式 800,000

計 33,680,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年８月７日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 9,619,938 9,619,938
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数100株

計 9,619,938 9,619,938 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年４月１日～
2023年６月30日

― 9,619 ― 9,061 ― 6,452
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、実質株主が把握できず、記載することができま

せんので、直前の基準日である2023年３月31日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

   2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 

普通株式 259,100
 

 

― ―

完全議決権株式(その他)
 

普通株式 9,288,200
 

 

92,882 ―

単元未満株式
 

普通株式 72,638
 

 

― 自己株式18株含む

発行済株式総数 9,619,938 ― ―

総株主の議決権 ― 92,882 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2023年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社鳥取銀行
鳥取県鳥取市永楽温泉町
171番地

259,100 ― 259,100 2.69

計 ― 259,100 ― 259,100 2.69
 

 

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　鳥取銀行(E03582)

四半期報告書

 9/21



第４ 【経理の状況】

 

１  当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」(1982

年大蔵省令第10号)に準拠しております。

 

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(自2023年４月１日  至2023

年６月30日)及び第１四半期連結累計期間(自2023年４月１日  至2023年６月30日)に係る四半期連結財務諸表につい

て、太陽有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部   

 現金預け金 72,579 88,870

 有価証券 ※1,2  114,601 ※1,2  121,970

 貸出金 ※1  878,380 ※1  872,505

 外国為替 ※1  1,313 ※1  1,166

 その他資産 ※1  14,081 ※1  14,378

 有形固定資産 9,929 9,982

 無形固定資産 924 980

 退職給付に係る資産 3,218 3,239

 繰延税金資産 1,256 856

 支払承諾見返 ※1  3,921 ※1  3,741

 貸倒引当金 △3,125 △3,170

 投資損失引当金 △9 △9

 資産の部合計 1,097,072 1,114,510

負債の部   

 預金 992,544 1,008,420

 コールマネー及び売渡手形 60 66

 借用金 42,000 42,000

 外国為替 21 40

 その他負債 7,547 8,363

 賞与引当金 481 242

 退職給付に係る負債 1,684 1,665

 その他の引当金 376 386

 再評価に係る繰延税金負債 555 555

 支払承諾 3,921 3,741

 負債の部合計 1,049,192 1,065,482

純資産の部   

 資本金 9,061 9,061

 資本剰余金 6,452 6,452

 利益剰余金 32,212 32,423

 自己株式 △678 △678

 株主資本合計 47,047 47,259

 その他有価証券評価差額金 △239 722

 繰延ヘッジ損益 0 △0

 土地再評価差額金 894 894

 退職給付に係る調整累計額 65 40

 その他の包括利益累計額合計 719 1,656

 非支配株主持分 112 113

 純資産の部合計 47,879 49,028

負債及び純資産の部合計 1,097,072 1,114,510
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

経常収益 3,586 3,572

 資金運用収益 2,554 2,617

  （うち貸出金利息） 2,246 2,305

  （うち有価証券利息配当金） 285 277

 役務取引等収益 728 725

 その他業務収益 17 61

 その他経常収益 ※1  286 ※1  167

経常費用 2,967 2,908

 資金調達費用 63 50

  （うち預金利息） 57 44

 役務取引等費用 363 366

 その他業務費用 81 18

 営業経費 2,414 2,410

 その他経常費用 ※2  43 ※2  61

経常利益 618 664

特別利益 4 ―

 固定資産処分益 4 ―

特別損失 1 ―

 固定資産処分損 1 ―

税金等調整前四半期純利益 621 664

法人税、住民税及び事業税 190 218

法人税等合計 190 218

四半期純利益 430 445

非支配株主に帰属する四半期純利益 3 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 427 445
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

四半期純利益 430 445

その他の包括利益 △514 937

 その他有価証券評価差額金 △502 935

 繰延ヘッジ損益 △0 △0

 退職給付に係る調整額 △24 △24

 持分法適用会社に対する持分相当額 12 26

四半期包括利益 △83 1,383

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △86 1,382

 非支配株主に係る四半期包括利益 3 0
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間(自　2023年４月１日　至　2023年６月30日)

１　税金費用の処理

税金費用は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権

は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証してい

るものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出

金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注記

されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）で

あります。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 656百万円 832百万円

危険債権額 6,981百万円 6,942百万円

三月以上延滞債権額 49百万円 122百万円

貸出条件緩和債権額 1,159百万円 1,125百万円

合計額 8,846百万円 9,023百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２ 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する保証債務の額

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

 17,105百万円 16,930百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

償却債権取立益 21百万円 4百万円

株式等売却益 144百万円 62百万円
 

 

※２ その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

貸倒引当金繰入額 33百万円 45百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

減価償却費 208百万円 183百万円
 

 
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１ 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日
定時株主総会

普通株式 234 25.0 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金
 

 
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１ 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月23日
定時株主総会

普通株式 234 25.0 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金
 

 
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 カード事業 合計

役務取引等収益 648 86 734 △6 728

　預金・貸出業務 124  ― 124 △3 121

　為替業務 128 ― 128 ― 128

　証券関連業務 122 ― 122 ― 122

　代理業務 94 ― 94 ― 94

　保護預り業務 5 ― 5 ― 5

　保証業務 16 ― 16 ― 16

　その他 156 86 243  △3 239

顧客との契約から生じる経常収益 648 86 734 △6 728

上記以外の経常収益 2,852 8 2,861 △3 2,858

(1) 外部顧客に対する経常収益 3,494 91 3,586 ― 3,586

(2) セグメント間の内部経常収益 6 3 10 △10 ―

計 3,501 95 3,596 △10 3,586

セグメント利益 609 8 618 0 618
 

(注) １ 上表には企業会計基準29号「収益認識に関する会計基準」の対象外の収益も含まれております。

２ 一般企業の売上高に代えて、それぞれの経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、セ

グメント利益と四半期連結損益計算書の経常利益計上額の差異について記載しております。

３ セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去０百万円であります。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

該当事項はありません。

 
(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

 

(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。
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当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１ 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 カード事業 合計

役務取引等収益 642 88 730 △5 725

　預金・貸出業務 110 ― 110 △2 107

　為替業務 130 ― 130 ― 130

　証券関連業務 89 ― 89 ― 89

　代理業務 100 ― 100 ― 100

　保護預り業務 5 ― 5 ― 5

　保証業務 15 ― 15 ― 15

　その他 191 88 279 △2 277

顧客との契約から生じる経常収益 642 88 730 △5 725

上記以外の経常収益 2,843 8 2,851 △3 2,847

(1) 外部顧客に対する経常収益 3,478 93 3,572 ― 3,572

(2) セグメント間の内部経常収益 6 2 9 △9 ―

計 3,485 96 3,581 △9 3,572

セグメント利益 658 5 664 △0 664
 

(注) １ 上表には企業会計基準29号「収益認識に関する会計基準」の対象外の収益も含まれております。

２ 一般企業の売上高に代えて、それぞれの経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、セ

グメント利益と四半期連結損益計算書の経常利益計上額の差異について記載しております。

３ セグメント利益の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去△０百万円であります。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

該当事項はありません。

 
(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

 

(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

(有価証券関係)

前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

(金銭の信託関係)

前連結会計年度の末日に比して変動がないため、記載を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

  
前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

１株当たり四半期純利益 円 45.67 47.59

 (算定上の基礎)    

 親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 427 445

 普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

 普通株式に係る
　親会社株主に帰属する四半期純利益

百万円 427 445

 普通株式の期中平均株式数 千株 9,361 9,360
 

（注）なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないので記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 

２ 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　鳥取銀行(E03582)

四半期報告書

18/21



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2023年８月４日

株式会社鳥取銀行

取締役会 御中

　

太陽有限責任監査法人

東京事務所
 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 泉　　　　　淳　　一 ㊞

 

　
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　村　　幸　　也 ㊞

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鳥取銀

行の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鳥取銀行及び連結子会社の2023年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以 上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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